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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）、パーフルオロポリエーテル（メタ）アク
リレート（Ｂ１）、有機溶剤（Ｃ１）、並びに２－ヒロドキシ－１－［４－｛４－（２－
ヒドロキシ－２－メチル－プロピオニル）－ベンジル｝フェニル］－２－メチル－プロパ
ン－１－オン及び２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２モルフォリノプロパ
ン－１－オンから選ばれる少なくとも１種の光重合開始剤（Ｄ１）を含有する紫外線硬化
性組成物（１）をフィルム基材の上に塗布して、塗膜中の有機溶剤（Ｃ１）を揮発させた
後に紫外線を照射することにより硬化させて得られる０．２～１．５μｍの膜厚の離型層
がフィルム基材上に形成された離型フィルム。
 
【請求項２】
　紫外線硬化性組成物（１）中のパーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１
）の含有量が四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）１００質量部に対して２～４質
量部である請求項１に記載の離型フィルム。
【請求項３】
　フィルム基材が易接着層を有するポリエチレンテレフタレートフィルムである請求項１
又は２に記載の離型フィルム
【請求項４】
　下記（イ）～（ハ）の工程を有する、樹脂基材の表面にパーフルオロポリエーテル（メ
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タ）アクリレート（Ｂ－２）を含む活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜が積
層された樹脂積層体の製造方法。
（イ）四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）、パーフルオロポリエーテル（メタ）
アクリレート（Ｂ１）、有機溶剤（Ｃ１）、並びに２－ヒロドキシ－１－［４－｛４－（
２－ヒドロキシ－２－メチル－プロピオニル）－ベンジル｝フェニル］－２－メチル－プ
ロパン－１－オン及び２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２モルフォリノプ
ロパン－１－オンから選ばれる少なくとも１種の光重合開始剤（Ｄ１）を含有する紫外線
硬化性組成物（１）をフィルム基材の上に塗布して、塗膜中の有機溶剤（Ｃ１）を揮発さ
せた後に紫外線を照射することにより硬化させて得られる０．２～１．５μｍの膜厚の離
型層がフィルム基材上に形成された離型フィルムの離型層の面と樹脂基材とを、パーフル
オロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ２）を含む活性エネルギー線硬化性組成物（
２）の塗膜を介して、積層して得られる活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有
積層体形成工程
（ロ）活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体に活性エネルギー線を照射
して活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜を形成させる活性エネルギー線硬化
性組成物（２）の硬化被膜含有積層体形成工程
（ハ）活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体から離型フィルムを剥
離する剥離工程
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は離型フィルム及び樹脂積層体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ＣＲＴ表示装置、液晶テレビ、携帯電話等の各種ディスプレーの光学部材の表面
を保護する為に、光学部材の前面にディスプレー前面板として透明性を有する樹脂板が使
用されている。
【０００３】
　しかしながら、透明性を有する樹脂板はガラスと比較して柔らかいため、引掻き等によ
る傷が発生し易い。
【０００４】
　基材表面の耐擦傷性を向上させる方法としては、基材表面に多官能（メタ）アクリレー
ト等の多官能性単量体を用いて得られる架橋被膜を形成する方法が知られている。
【０００５】
　しかしながら、従来の架橋被膜では、指紋、皮脂、汗、化粧品等の汚れが付着した際に
汚れが目立ちやすく、また、汚れの除去が困難であった。
【０００６】
　このような状況から、樹脂板の性能としては耐擦傷性だけでなく防汚性も求められる場
合が多い。
【０００７】
　耐擦傷性及び防汚性を向上させる手法としては、例えば特許文献１には、特定の活性エ
ネルギー線硬化性組成物の硬化被膜を離型層とする離型フィルムの離型層の面と樹脂板と
を、特定の活性エネルギー線硬化性被覆用組成物を介して積層した後に硬化させ、次いで
離型フィルムを剥離して樹脂積層体を得る方法が提案されている。
【０００８】
　上記の方法では、表面張力の低い離型層を有する離型フィルムを使用して活性エネルギ
ー線硬化性被覆用組成物中のフッ素含有単量体を硬化するに際してそのフッ素含有部分を
塗膜表面に配向させることにより、耐擦傷性及び防汚性の優れた硬化被膜を有する樹脂積
層体が得られる。
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【０００９】
　しかしながら、特許文献１の離型フィルムでは、離型フィルムの離型層を形成する際の
離型層形成用組成物の硬化収縮が大きく、得られる離型フィルムはカールし易く、取扱い
性に劣る傾向にある。また、離型層表面の表面張力が充分低い状態とはいえない場合があ
り、離型フィルムを剥離する際の離型性が充分とはいえない場合がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００９－２１５５１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、離型フィルムの基材フィルムと離型層との密着性、フッ素含有単量体の硬化
被膜との離型性及び撥水撥油性に優れ、カールが抑制された離型フィルム並びに防汚性に
優れた樹脂積層体の製造方法を提供する
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の要旨とするところは、四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）、パーフル
オロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）、有機溶剤（Ｃ１）、並びに２－ヒロド
キシ－１－［４－｛４－（２－ヒドロキシ－２－メチル－プロピオニル）－ベンジル｝フ
ェニル］－２－メチル－プロパン－１－オン及び２－メチル－１－（４－メチルチオフェ
ニル）－２モルフォリノプロパン－１－オンから選ばれる少なくとも１種の光重合開始剤
（Ｄ１）を含有する紫外線硬化性組成物（１）をフィルム基材の上に塗布して、塗膜中の
有機溶剤（Ｃ１）を揮発させた後に紫外線を照射することにより硬化させて得られる０．
２～１．５μｍの離型層がフィルム基材上に形成された離型フィルムを第１の発明とする
。
 
【００１３】
　また、本発明の要旨とするところは、下記（イ）～（ハ）の工程を有する、樹脂基材の
表面にパーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ２）を含む活性エネルギー線
硬化性組成物（２）の硬化被膜が積層された樹脂積層体の製造方法を第２の発明とする。
（イ）四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）、パーフルオロポリエーテル（メタ）
アクリレート（Ｂ１）、有機溶剤（Ｃ１）、並びに２－ヒロドキシ－１－［４－｛４－（
２－ヒドロキシ－２－メチル－プロピオニル）－ベンジル｝フェニル］－２－メチル－プ
ロパン－１－オン及び２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２モルフォリノプ
ロパン－１－オンから選ばれる少なくとも１種の光重合開始剤（Ｄ１）を含有する紫外線
硬化性組成物（１）をフィルム基材の上に塗布して、塗膜中の有機溶剤（Ｃ１）を揮発さ
せた後に紫外線を照射することにより硬化させて得られる０．２～１．５μｍの膜厚の離
型層がフィルム基材上に形成された離型フィルムの離型層の面と樹脂基材とを、パーフル
オロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ２）を含む活性エネルギー線硬化性組成物（
２）の塗膜を介して、積層して得られる活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有
積層体形成工程
（ロ）活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体に活性エネルギー線を照射
して活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜を形成させる活性エネルギー線硬化
性組成物（２）の硬化被膜含有積層体形成工程
（ハ）活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体から離型フィルムを剥
離する剥離工程
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の離型フィルムは、カールし難いことから取り扱い性に優れていると共に、優れ
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た撥水撥油性を有することから本発明の離型フィルムを使用して防汚性に優れた樹脂積層
体を得ることができ、優れた樹脂積層体はＣＲＴ、液晶テレビ、携帯電話等の各種ディス
プレーの前面板として好適に用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の樹脂積層体の製造方法の１例を示す説明図
【発明を実施するための形態】
【００１６】

四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）

　本発明で使用される四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）は後述する紫外線硬化
性組成物（１）の構成成分の１つである。
【００１７】
　四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）は分子内に４個以上の（メタ）アクリロイ
ル基を有する単量体である。
【００１８】
　四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）としては、例えば、ジトリメチロールプロ
パンテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、
ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（
メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、アルキル変
性ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリ
トールペンタ（メタ）アクリレート、エチレンオキシド変性ペンタエリスリトールテトラ
（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アク
リレート及びカプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートが
挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００１９】
　これらの中で、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリス
リトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレ
ート及びジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートが紫外線硬化性組成物（１
）の硬化性及び得られる硬化被膜の耐擦傷性に優れる点で好ましい。また、ジペンタエリ
スリトールヘキサ（メタ）アクリレートが紫外線硬化性組成物（１）の硬化性の点でより
好ましい。
【００２０】
　尚、本発明において、「（メタ）アクリレート」は「アクリレート」又は「メタクリレ
ート」を、「（メタ）アクリロイル基」は「アクリロイル基」又は「メタクリロイル基」
をそれぞれ示す。

パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）

　本発明で使用されるパーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）は後述す
る離型フィルムの離型層の表面張力を低下させ、離型フィルムの撥水撥油性を高めるため
の成分である。また、パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）は離型層
の表面張力を低下させることによって、後述する活性エネルギー線硬化性組成物（２）の
硬化被膜との剥離性を良好にするための成分でもある。
【００２１】
　パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）は、少なくとも１つのパーフ
ルオロポリエーテル単位を有する基と少なくとも１つの（メタ）アクリロイル基を有する
単量体である。
【００２２】
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　パーフルオロポリエーテル単位としては、例えば、－［ＣＦ２ＣＦ２Ｏ］－、－［ＣＦ

２Ｏ］－が挙げられる。
【００２３】
　パーフルオロポリエーテル単位を有する基の存在によって離型層の表面に撥水撥油性が
付与される。
【００２４】
　パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）中のパーフルオロポリエーテ
ル単位を有する基は、フッ素化アルキル（メタ）アクリレートのフッ素化アルキル基に比
べ、離型フィルムの離型層の表面に、より集まりやすく、離型層の表面に優れた撥水撥油
性を付与することができる。
【００２５】
　一方、パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）中の（メタ）アクリロ
イル基は、後述する紫外線硬化性組成物（１）の硬化における架橋化反応によって離型層
中でのパーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）単位の固定化を向上させ
、種々の保存条件下又は使用条件下においても優れた撥水撥油性を発現させることができ
る。
【００２６】
　本発明においては、パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）としては
、離型層中でのパーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）単位の固定化及
び離型フィルムの撥水撥油性の点で、分子内に２つ以上の（メタ）アクリロイル基を有す
るものが好ましい。
【００２７】
　パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）としては特に限定されるもの
ではなく、公知のパーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレートを使用することができ
る。
【００２８】
　パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）の市販品としては、例えば、
ダイキン工業（株）製の「オプツールＤＡＣ－ＨＰ」（商品名）、ソルベイソレクシス（
株）製の「Ｆｌｕｏｒｏｌｉｎｋ　ＭＤ５００」（商品名）、Ｆｌｕｏｒｏｌｉｎｋ　Ｍ
Ｄ７００」（商品名）、「Ｆｌｕｏｒｏｌｉｎｋ　５１０５Ｘ」（商品名）及び「Ｆｌｕ
ｏｒｏｌｉｎｋ　５１０１Ｘ」（商品名）並びにＤＩＣ（株）製の「メガファックＲＳ－
７５」（商品名）及び「メガファックＲＳ－７６－ＮＳ」（商品名）が挙げられる。これ
らは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。

有機溶剤（Ｃ１）

　本発明で使用される有機溶剤（Ｃ１）としては、例えば、炭化水素系溶剤等の非フッ素
溶剤及び含フッ素溶剤が挙げられる。
【００２９】
　非フッ素溶剤の具体例としては、メチルエチルケトン、アセトン、メチルイソブチルケ
トン等のケトン類；エタノール、１－プロパノール、２－プロパノール、ブタノール、１
－メトキシ－２プロパノール等の一価アルコール、エチレングリコール、ジエチレングリ
コール、プロピレングリコール等の多価アルコール等のアルコール類；酢酸エチル、酢酸
ブチル、γ－ブチロラクトン等のエステル類；ジエチレングリコールモノメチルエーテル
、ジエチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、テトラヒドロフラン、１，４－
ジオキサン等のエーテル類；トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素類；及びジメチルホ
ルムアミド、ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドン等のアミド類が挙げられる。
【００３０】
　含フッ素溶剤の具体例としては、含フッ素アルコール、含フッ素エーテル、ハイドロフ
ルオロカーボン及びジトリフルオロメチルベンゼンが挙げられる。
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【００３１】
　含フッ素アルコールの具体例としては、Ｈ（ＣＦ２）ｍ（ＣＨ２）ｎ－ＯＨ、Ｆ（ＣＦ

２）ｏ（ＣＨ２）ｐ－ＯＨ、Ｆ（ＣＦ２）ｑＣＨ＝ＣＨＣＨ２ＯＨ及びＦ（ＣＦ２）ｒＣ
Ｈ２ＣＨ（Ｉ）ＣＨ２ＯＨで示される化合物が挙げられる。尚、上記の式において、ｍ、
ｎ、ｏ、ｐ、ｑ及びｒはそれぞれ独立に１～８の整数を表す。
【００３２】
　含フッ素エーテルの具体例としては、Ｒ２１－Ｏ－Ｒ２２で示される化合物が挙げられ
る。尚、上記の式において、Ｒ２１及びＲ２２はそれぞれ独立に炭素数１～１０の直鎖又
は分枝のアルキル基であり、Ｒ２１及びＲ２２の少なくとも一方がフッ素原子を含む。
【００３３】
　含フッ素エーテルとしては、例えば、ハイドロフルオロアルキルエーテルが挙げられる
。また、含フッ素エーテルの市販品としては、例えば、住友スリーエム（株）製の「ＨＥ
－７１００」（商品名）及び「ＨＦＥ－７２００」（商品名）が挙げられる。
【００３４】
　ハイドロフルオロカーボンの具体例としては、鎖状構造及び環状構造のハイドロフルオ
ロカーボンが挙げられる。
【００３５】
　ハイドロフルオロカーボンの市販品としては、例えば、三井・デュポンフロロケミカル
（株）製の「バートレルＨＦＣ４３－１０ｍｅｅ」（商品名）及び日本ゼオン（株）製の
「ゼオローラＨ」（商品名）が挙げられる。
【００３６】
　ジトリフルオロメチルベンゼンの具体例としては、ｏ－ジトリフルオロメチルベンゼン
、ｍ－ジトリフルオロメチルベンゼン、ｐ－ジトリフルオロメチルベンゼン及びこれらの
混合物が挙げられる。
【００３７】
　有機溶剤（Ｃ１）は１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。

光重合開始剤（Ｄ１）

　本発明で使用される光重合開始剤（Ｄ１）は、２－ヒロドキシ－１－［４－｛４－（２
－ヒドロキシ－２－メチル－プロピオニル）－ベンジル｝フェニル］－２－メチル－プロ
パン－１－オン及び２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２モルフォリノプロ
パン－１－オンから選ばれる少なくとも１種の光重合開始剤であることが好ましい。
【００３８】
　光重合開始剤（Ｄ１）を使用することにより、離型フィルムの離型層の表層を形成する
表層部の紫外線硬化性組成物（１）の硬化性並びに離型フィルムの離型層と活性エネルギ
ー線硬化性組成物（２）の硬化被膜との離型性及び活性エネルギー線硬化性組成物（２）
の硬化被膜の防汚性を向上させることができる。
【００３９】
　本発明においては、必要に応じて光重合開始剤（Ｄ１）以外の光重合開始剤を併用する
ことができる。
【００４０】
　光重合開始剤（Ｄ１）としては前記以外の光重合開始剤として例えば、ベンゾフェノン
、４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベンゾフェノン、２，４，６－トリメチルベンゾフ
ェノン、メチルオルソベンゾイルベンゾエート、４－フェニルベンゾフェノン、ｔ－ブチ
ルアントラキノン、２－エチルアントラキノン、２，４－ジエチルチオキサントン、イソ
プロピルチオキサントン、２，４－ジクロロチオキサントン等のチオキサントン類；ジエ
トキシアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン
、ベンジルジメチルケタール、１－ヒドロキシシクロヘキシル－フェニルケトン、２－ベ
ンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタノン等のアセトフ
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ェノン類；ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロ
ピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル等のベンゾインエーテル類；２，４，６－
トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジメトキシベン
ゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，６－
トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド等のアシルホスフィンオキサイ
ド類；メチルベンゾイルホルメート；１，７－ビスアクリジニルヘプタン及び９－フェニ
ルアクリジンが挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用でき
る。

紫外線硬化性組成物（１）

　本発明で使用される紫外線硬化性組成物（１）は離型フィルムの離型層を形成するため
の原料である。
【００４１】
　紫外線硬化性組成物（１）は四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）、パーフルオ
ロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）、有機溶剤（Ｃ１）及び光重合開始剤（Ｄ
１）を含有する。
【００４２】
　紫外線硬化性組成物（１）中のパーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１
）の配合量としては、四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）１００質量部に対して
２～５質量部が好ましく、２．５～３．５質量部がより好ましい。パーフルオロポリエー
テル（メタ）アクリレート（Ｂ１）の配合量が２質量部以上で、活性エネルギー線硬化性
組成物（２）の硬化被膜と離型フィルムの離型層との剥離性を良好にすることができる傾
向にある。また、パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）の配合量が４
質量部以下で、紫外線硬化性組成物（１）の硬化性を良好にしつつ、活性エネルギー線硬
化性組成物（２）の硬化被膜と離型フィルムの離型層との剥離性を良好にすることができ
る傾向にある。
【００４３】
　有機溶剤（Ｃ１）の配合量としては、紫外線硬化性組成物（１）中に１０質量％以上が
好ましく、有機溶剤（Ｃ１）を揮発させた後の塗膜の厚み及び乾燥時の負荷の点で紫外線
硬化性組成物（１）中に９９質量％以下が好ましい。
【００４４】
　光重合開始剤（Ｄ１）の配合量としては、硬化促進作用が発現し、硬化物の生産性が向
上する傾向にある点で、四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）１００質量部に対し
て０．１～１０質量部が好ましい。

離型層

　本発明においては、離型層は、後述するフィルム基材の上に紫外線硬化性組成物（１）
を塗布して形成した塗膜を硬化させて得られるものである。
【００４５】
　離型層の膜厚としては０．２～１．５μｍであり、０．３５～１μｍが好ましい。離型
層の膜厚を０．２μｍ以上とすることで活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜
と離型層との剥離性を良好とすることができる。また、離型層の膜厚を１．５μｍ以下と
することにより離型フィルムのカールを抑制することができる。更に、離型層の膜厚を０
．２μｍ以上とすることで離型層の表面の硬化性が良好になり、また、得られた離型フィ
ルムの搬送時のメタルロールとの接触による擦傷の発生を抑制することができる。
【００４６】
　紫外線硬化性組成物（１）をフィルム基材の上に塗布する方法としては、例えば、流延
法、ローラーコート法、バーコート法、噴霧コート法、エアーナイフコート法、スピンコ
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ート法、フローコート法、カーテンコート法及びディッピング法が挙げられる。
【００４７】
　本発明においては、フィルム基材の上の紫外線硬化性組成物（１）の塗膜中の有機溶剤
（Ｃ１）を揮発させた後に紫外線を照射することにより硬化させて離型層を形成すること
ができる。
【００４８】
　有機溶剤（Ｃ１）を揮発させるための乾燥温度は使用する有機溶剤（Ｃ１）の種類及び
乾燥時間に応じて任意に設定することができる。
【００４９】
　フィルム基材の上の紫外線硬化性組成物（１）の塗膜は紫外線により硬化される。
【００５０】
　光源としては、例えば、超高圧水銀ランプ、高圧水銀ランプ、中圧水銀ランプ、低圧水
銀ランプ、蛍光ランプ及びメタルハライドランプが挙げられる。
【００５１】
　紫外線硬化性組成物（１）を硬化するための紫外線照射エネルギーとしては、離型層の
表面の硬化レベルを充分なものとし、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜と
離型層の剥離性を良好にする点で、波長３２０～３８０ｎｍの積算光量で２００ｍＪ／ｃ
ｍ２以上が好ましく、３５０ｍＪ／ｃｍ２以上がより好ましい。
【００５２】
　本発明においては、離型層の表面の硬化レベルを充分なものとする目的で、必要に応じ
て不活性ガス雰囲気で紫外線を照射することができる。
【００５３】
　不活性ガスとしては、安価な点で、窒素ガスが好ましい。また、紫外線照射雰囲気の酸
素濃度を３００ｐｐｍ以下とすることが好ましい。
【００５４】
　本発明においては、離型層の表面の水に対する接触角は１０５度以上が好ましく、１１
０度以上がより好ましい。

フィルム基材

　本発明で使用されるフィルム基材は離型フィルムを構成するための基材フィルムであり
、フィルム基材の表面に離型層が形成される。
【００５５】
　フィルム基材は特に限定されないが、活性エネルギー線透過性及び耐溶剤性に優れ、酸
素透過性の低いものが好ましい。
【００５６】
　フィルム基材の具体例としては、ポリエチレンテレフタレートフィルム（以下、「ＰＥ
Ｔフィルム」という）、ナイロンフィルム、ポリカーボネートフィルム、アクリル系フィ
ルム、ポリプロピレン、ポリエチレン等のポリオレフィン系フィルム、ジアセチルセルロ
ース、トリアセチルセルロース等のセルロース系フィルム及びポリ塩化ビニリデン系フィ
ルムが挙げられる。これらの中で、耐溶剤性を有し、酸素の透過率が低い点でＰＥＴフィ
ルムが好ましい。
【００５７】
　フィルム基材の厚みとしては、フィルム強度の点で、１０μｍ以上が好ましく、取り扱
い性及びコストの点で２００μｍ以下が好ましい。
【００５８】
　本発明においては、フィルム基材と離型層との密着性を良好とするために、フィルム基
材の表面を易接着処理したもの又はフィルム基材の表面に易接着層を積層したフィルムを
使用することが好ましい。
【００５９】
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　フィルム基材の表面を易接着処理する方法としては、例えば、プライマー処理、溶剤処
理、酸処理、アルカリ処理等の化学的処理法及びコロナ処理、プラズマ処理、大気圧プラ
ズマ処理、フレーム処理等の物理的処理法が挙げられる。
【００６０】
　尚、本発明において、プライマー処理とはフィルム基材の上に離型層との密着性良好な
易接着層を形成する処理をいう。
【００６１】
　また、本発明において、コロナ処理とはフィルム基材の表面に放電処理を行い、フィル
ム基材の表面を化学改質する処理をいう。

離型フィルム

　本発明の離型フィルムはフィルム基材の上に離型層が積層された積層フィルムである。

樹脂基材

　本発明で使用される樹脂基材は後述する本発明の樹脂積層体を得るための基材である。
【００６２】
　樹脂基材としては、例えば、ポリオレフィン樹脂、メタクリル樹脂、エポキシ樹脂、ポ
リイミド樹脂、フェノール樹脂、ポリエステル樹脂、ポリカーボネート樹脂等のシート状
物又は各種形状の成形物が挙げられる。
【００６３】
　本発明においては、樹脂基材の樹脂としては、透明性の点で、メタクリル樹脂が好まし
い。

パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ２）

　本発明で使用されるパーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ２）は後述す
る活性エネルギー線硬化性組成物（２）に含有される単量体である。
【００６４】
　パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（Ｂ２）としては、パーフルオロポリ
エーテル（メタ）アクリレート（Ｂ１）と同様のものが挙げられる。これらは１種を単独
で又は２種以上を組み合わせて使用できる。

活性エネルギー線硬化性組成物（２）

　本発明で使用される活性エネルギー線硬化性組成物（２）はパーフルオロポリエーテル
（メタ）アクリレート化合物（Ｂ２）を含有する組成物である。
【００６５】
　本発明においては、活性エネルギー線硬化性組成物（２）中には他のビニル単量体（Ｅ
２）を含有することができる。
【００６６】
　他のビニル単量体（Ｅ２）としては、例えば、四官能以上の（メタ）アクリレート（Ｅ
２－ａ）、三官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｂ）、二官能（メタ）アクリレート（Ｅ
２－ｃ）、単官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｄ）、及びアクリルオリゴマー（Ｅ２－
ｅ）が挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００６７】
　四官能以上の（メタ）アクリレート（Ｅ２－ａ）の具体例としては、四官能以上の（メ
タ）アクリレート（Ａ１）と同様のものが挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以
上を組み合わせて使用できる。
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【００６８】
　三官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｂ）の具体例としては、トリメチロールプロパン
トリ（メタ）アクリレート、エチレンオキシド変性トリメチロールプロパントリ（メタ）
アクリレート、プロピレンオキシド変性トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレー
ト、トリス（（メタ）アクリロキシエチル）イソシアヌレート、カプロラクトン変性トリ
ス（（メタ）アクリロキシエチルイソシアヌレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）
アクリレート及びアルキル変性ジペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレートが挙げ
られる。これらは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００６９】
　二官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｃ）の具体例としては、エチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、ジシクロペンテニルジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコ
ールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリ
エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパンジ（メタ）アクリ
レート、エチレンオキシド変性トリメチロールプロパンジ（メタ）アクリレート、トリプ
ロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリ
レート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ
（メタ）アクリレート、ポリエステルジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール
ジ（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジメチロールジ（メタ）アクリレート、ヒド
ロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡポ
リエトキシジ（メタ）アクリレート、１，１０－デカンジオールジ（メタ）アクリレート
及びヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレートが挙げられる
。これらは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００７０】
　単官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｄ）の具体例としては、メチル（メタ）アクリレ
ート、ブチル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリルアミド、７－アミノ－３，７－ジ
メチルオクチル（メタ）アクリレート、イソブトキシメチル（メタ）アクリルアミド、イ
ソボルニルオキシエチル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、２
－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、エチルジエチレングリコール（メタ）アクリレ
ート、ｔ－オクチル（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリロイルモルフォリン、ジア
セトン（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、
Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、
ジシクロペンタジエン（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニルオキシエチル（メタ）
アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）ア
クリルアミド、テトラクロロフェニル（メタ）アクリレート、２－テトラクロロフェノキ
シエチル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、テトラ
ブロモフェニル（メタ）アクリレート、２－テトラブロモフェノキシエチル（メタ）アク
リレート、２－トリクロロフェノキシエチル（メタ）アクリレート、トリブロモフェニル
（メタ）アクリレート、２－トリブロモフェノキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒ
ドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、
２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、
ブトキシエチル（メタ）アクリレート、ペンタクロロフェニル（メタ）アクリレート、ペ
ンタブロモフェニル（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリ
レート、ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ボルニル（メタ）アクリ
レート、メチルトリエチレンジグリコール（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオー
ルモノ（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシルポリオキシ（メタ）アクリレート、ベ
ンジル（メタ）アクリレート、フェニルオキシエチル（メタ）アクリレート、フェニルオ
キシエチル（メタ）アクリレート、トリシクロデカンモノ（メタ）アクリレート、２－ヒ
ドロキシ－３－フェニルオキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシ－３－フ
ェノキシプロピル（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイロキシエチルコハク酸
、２－（メタ）アクリロイロキシエチルへキサヒドロフタル酸、エトキシジエチレングリ
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コール（メタ）アクリレート、メトキシトリエチレングリコール（メタ）アクリレート及
び２－メタクリロイロキシエチル－２－ヒドロキシエチルフタル酸が挙げられる。これら
は１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００７１】
　アクリルオリゴマー（Ｅ２－ｅ）の具体例としては、例えば、ウレタン（メタ）アクリ
レート系オリゴマー、エポキシ（メタ）アクリレート系オリゴマー及びポリエステル（メ
タ）アクリレート系オリゴマーが挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以上を組み
合わせて使用できる。
【００７２】
　ウレタン（メタ）アクリレート系オリゴマーの具体例としては、１，５－ジイソシアナ
トペンタン、１，６－ジイソシアナトヘキサン、１，４－ジイソシアナトペンタン、１，
６－ジイソシアナト－３，５，５－トリメチルヘキサン、１，６－ジイソシアナト－３，
３，５－トリメチルヘキサン、１，１２－ジイソシアナトドデカン、１，８－ジイソシア
ナト－４－イソシアナトメチルオクタン、１，３，６－トリイソシアナトヘキサン、１，
６，１１－トリイソシアナトウンデカン、イソホロンジイソシアネート、トリレンジイソ
シアネート、キシリレンジイソシアネート、水添キシリレンジイソシアネート、テトラメ
チルキシリレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添ジフェニル
メタンジイソシアネート、ナフタレンジイソシアネート、ノルボルナンジイソシアネート
、デカリンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、リジントリイソシアネート等の
イソシアネート化合物と、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテ
トラメチレングリコール、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物、ビスフェノー
ルＡのプロピレンオキサイド付加物、ポリエステルポリオール、ポリカーボネートジオー
ル等のポリオール化合物と、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキ
シプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、ポリエ
チレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールモノ（メタ）ア
クリレート等の水酸基含有（メタ）アクリレートとを反応させたウレタン（メタ）アクリ
レート系オリゴマー；及び１，５－ジイソシアナトペンタン、１，６－ジイソシアナトヘ
キサン（ＨＤＩ）、１，４－ジイソシアナトペンタン、１，６－ジイソシアナト－３，５
，５－トリメチルヘキサン、１，６－ジイソシアナト－３，３，５－トリメチルヘキサン
、１，１２－ジイソシアナトドデカン、１，８－ジイソシアナト－４－イソシアナトメチ
ルオクタン、１，３，６－トリイソシアナトヘキサン、１，６，１１－トリイソシアナト
ウンデカン、イソホロンジイソシアネート、トリレンジイソシアネート、キシリレンジイ
ソシアネート、水添キシリレンジイソシアネート、テトラメチルキシリレンジイソシアネ
ート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添ジフェニルメタンジイソシアネート、ナ
フタレンジイソシアネート、ノルボルナンジイソシアネート、デカリンジイソシアネート
、リジンジイソシアネート、リジントリイソシアネート等のイソシアネート化合物の単量
体又は多量体に、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル
（メタ）アクリレート、４―ヒドロキシブチル（メタ）アクリレートやそれらのカプロラ
クトン付加体等の水酸基含有（メタ）アクリレートを付加したウレタン（メタ）アクリレ
ート系オリゴマーが挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用
できる。
【００７３】
　エポキシ（メタ）アクリレート系オリゴマーの具体例としては、フェノールノボラック
型エポキシ化合物、クレゾールノボラック型エポキシ化合物、ビスフェノールＡ型エポキ
シ化合物、ビスフェノールＦ型エポキシ化合物等のグリシジルエーテルに（メタ）アクリ
ル酸又はその誘導体を反応させたエポキシポリ（メタ）アクリレート系オリゴマーが挙げ
られる。これらは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００７４】
　ポリエステル（メタ）アクリレート系オリゴマーの具体例としては、フタル酸、テトラ
ヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、アジピン酸等の多塩基酸とエチレングリコール
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、プロピレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，６－ヘキサンジオール、ポリエ
チレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール、ビスフ
ェノールＡ等の多価アルコールと（メタ）アクリル酸又はその誘導体との反応で得られる
ポリエステル（メタ）アクリレート系オリゴマーが挙げられる。これらは１種を単独で又
は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００７５】
　他のビニル単量体（Ｅ２）としては、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化性及
び活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜の耐擦傷性の点で、ジトリメチロール
プロパンテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレー
ト、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート及びジペンタエリスリトールヘ
キサ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート及びトリメ
チロールプロパントリ（メタ）アクリレートが好ましい。また、ジペンタエリスリトール
ヘキサ（メタ）アクリレートが活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化性の点でより
好ましい。
【００７６】
　活性エネルギー線硬化性組成物（２）中の四官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ａ）及
び三官能以上の（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｂ）の合計含有量としては６０～９５質量
％が好ましく、７０～９０質量％がより好ましい。四官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－
ａ）及び三官能以上の（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｂ）の合計含有量が６０質量％以上
で活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化性並びに活性エネルギー線硬化性組成物（
２）の硬化被膜の透明性、耐擦傷性及び撥水撥油性を良好とすることができる傾向にある
。また、四官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ａ）及び三官能以上の（メタ）アクリレー
ト（Ｅ２－ｂ）の合計含有量が９５質量％以下で活性エネルギー線硬化性組成物（２）の
硬化収縮率を低くすることができ、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜のク
ラックの発生を抑制することができ、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜と
樹脂基材との密着性を良好とすることができる傾向にある。
【００７７】
　活性エネルギー線硬化性組成物（２）中の二官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｃ）又
は単官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｄ）の含有量としては５～４０質量％が好ましく
、１０～３０質量％がより好ましい。二官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｃ）又は単官
能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｄ）の含有量が５質量％以上で活性エネルギー線硬化性
組成物（２）の硬化被膜と樹脂基材との密着性を良好とすることができる。また、二官能
（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｃ）又は単官能（メタ）アクリレート（Ｅ２－ｄ）の含有
量が４０質量％以下で活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化性並びに活性エネルギ
ー線硬化性組成物（２）の硬化被膜の透明性、耐擦傷性及び撥水撥油性を良好とすること
ができる傾向にある。
【００７８】
　本発明においては、活性エネルギー線硬化性組成物（２）中には、必要に応じて他の化
合物を含有することができる。
【００７９】
　他の化合物としては、例えば、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３，４－エポ
キシシクロヘキサンカルボキシレート、ビス－（３，４－エポキシシクロヘキシル）アジ
ペート等の脂環式エポキシ化合物；変性脂環式エポキシ化合物；１，２－エポキシシクロ
デカン等の脂肪族系エポキシ化合物；ビスフェノールＡ型エポキシ化合物、ビスフェノー
ルＦ型エポキシ化合物、水添ビスフェノールＡ型エポキシ化合物、フェノール－ノボラッ
ク型エポキシ化合物等の多官能脂環式エポキシ化合物；及び３－エチル－３－ヒドロキシ
メチルオキセタン、１，４－ビス［（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）メチル］
ベンゼン等のオキセタン化合物が挙げられる。
【００８０】
　本発明においては、活性エネルギー線硬化性組成物（２）中に光重合開始剤（Ｄ２）を
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含むことが好ましい。
【００８１】
　光重合開始剤（Ｄ２）としては、例えば、ベンゾフェノン、４，４’－ビス（ジエチル
アミノ）ベンゾフェノン、２，４，６－トリメチルベンゾフェノン、メチルオルソベンゾ
イルベンゾエート、４－フェニルベンゾフェノン、ｔ－ブチルアントラキノン、２－エチ
ルアントラキノン、２，４－ジエチルチオキサントン、イソプロピルチオキサントン、２
，４－ジクロロチオキサントン等のチオキサントン類；ジエトキシアセトフェノン、２－
ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、ベンジルジメチルケタール
、１－ヒドロキシシクロヘキシル－フェニルケトン、２－メチル－１－（４－メチルチオ
フェニル）－２モルフォリノプロパン－１－オン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－
１－（４－モルホリノフェニル）－ブタノン、２－ヒロドキシ－１－［４－｛４－（２－
ヒドロキシ－２－メチル－プロピオニル）－ベンジル｝フェニル］－２－メチル－プロパ
ン－１－オン等のアセトフェノン類；ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエー
テル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル等のベンゾイン
エーテル類；２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、ビス
（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィンオキサ
イド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド等の
アシルホスフィンオキサイド類；メチルベンゾイルホルメート；１，７－ビスアクリジニ
ルヘプタン及び９－フェニルアクリジンが挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以
上を組み合わせて使用できる。
【００８２】
　活性エネルギー線硬化性組成物（２）中の光重合開始剤（Ｄ２）の含有量としては、硬
化促進作用が発現し、硬化物の生産性が向上する傾向にある点で、活性エネルギー線硬化
性組成物（２）１００質量部に対して０．１～１０質量部が好ましい。
【００８３】
　本発明においては、活性エネルギー線硬化性組成物（２）には本発明の趣旨を逸脱しな
い範囲内において離型剤、滑剤、可塑剤、酸化防止剤、帯電防止剤、光安定剤、紫外線吸
収剤、難燃剤、難燃助剤、重合禁止剤、充填剤、顔料、染料、シランカップリング剤、レ
ベリング剤、消泡剤、蛍光剤、連鎖移動剤等の各種添加剤を適宜添加することができる。

硬化被膜

　本発明において、硬化被膜は樹脂基材の表面に活性エネルギー線硬化性組成物（２）が
塗布されて形成された塗膜を硬化して得られる被膜で、後述する樹脂積層体の表面の層を
形成しているものである。
【００８４】
　活性エネルギー線硬化性組成物（２）の樹脂基材の表面への塗工方法としては、紫外線
硬化性組成物（１）のフィルム基材の表面への塗工方法と同様の方法が挙げられる。
【００８５】
　活性エネルギー線硬化性組成物（２）を硬化させるための活性エネルギー線としては、
例えば、紫外線、電子線及びＸ線が挙げられる。
【００８６】
　活性エネルギー線として紫外線を使用する場合には、紫外線硬化性組成物（１）を硬化
させるための光源及び照射エネルギー量と同様の光源及び照射エネルギー量とすることが
できる。

樹脂積層体

　本発明において、樹脂積層体は樹脂基材の表面に活性エネルギー線硬化性組成物（２）
の硬化被膜が積層された積層体である。
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【００８７】
　樹脂積層体の製造方法としては、例えば、下記（イ）～（ハ）の工程を有する方法が挙
げられる。
（イ）本発明の離型フィルムの離型層の面と樹脂基材とを、活性エネルギー線硬化性組成
物（２）の塗膜を介して、積層して得られる活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜
含有積層体形成工程
（ロ）活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体に活性エネルギー線を照射
して活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜を形成させる活性エネルギー線硬化
性組成物（２）の硬化被膜含有積層体形成工程
（ハ）活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体から離型フィルムを剥
離する剥離工程
　上記の樹脂積層体の製造方法の具体例について図１により説明する。
【００８８】
　フィルム基材（あ）の表面に離型層（い）が積層された本発明の離型フィルムの離型層
（い）の面上に活性エネルギー線硬化性組成物（２）（う）を塗工する。
【００８９】
　次いで、搬送体（け）で搬送される樹脂基材（え）の表面と活性エネルギー線硬化性組
成物（２）を塗工した離型フィルムの離型層（い）の面とを相対させてプレスロール（か
）で圧接して樹脂基材（え）、活性エネルギー線硬化性組成物（２）（う）、離型層（い
）及びフィルム基材（あ）が順次積層された活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜
含有積層体が形成される。
【００９０】
　この活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体に、フィルム基材面側より
フィルム基材を介して紫外線照射装置（く）を用いて紫外線を照射し、活性エネルギー線
硬化性組成物（２）（う）を硬化させる。
【００９１】
　本発明においては、上記の活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体が形
成された後、紫外線の照射までに保持時間を設けることが好ましい。
【００９２】
　保持時間としては、活性エネルギー線硬化性組成物（２）（う）中でパーフルオロポリ
エーテル（メタ）アクリレート（Ｂ２）が離型層（い）の面側に移行することを考慮して
０．５～５分が好ましい。
【００９３】
　活性エネルギー線硬化性組成物（２）（う）が硬化されて形成された活性エネルギー線
硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体がガイドロール（き）を通過した後に、樹脂基
材（え）の表面に積層された活性エネルギー線硬化性組成物（２）（う）の硬化被膜（図
１の（う）右部）からフィルム基材（あ）の表面に離型層（い）が積層された離型フィル
ムを剥離して、活性エネルギー線硬化性組成物（２）（う）の硬化被膜が樹脂基材（え）
の表面に積層された樹脂積層体（お）が得られる。
【００９４】
　本発明においては、フィルム基材（あ）剥離後に得られた樹脂積層体（お）の表面の硬
化被膜の耐擦傷性を更に向上させる目的で、樹脂積層体（お）に紫外線を照射することが
できる。

活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体形成工程

　本発明において、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体形成工程は本
発明の離型フィルムの離型層の面と樹脂基材とを、活性エネルギー線硬化性組成物（２）
の塗膜を介して、積層して活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体を形成
する工程である。
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活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体形成工程

　本発明において、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体形成工程
は活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体に活性エネルギー線を照射して
活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜を形成させて活性エネルギー線硬化性組
成物（２）の硬化被膜含有積層体を形成する工程である。
【００９５】
　上記工程では、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜の表面は、片面が樹脂基材
と接触し、反対の面がフィルム基材の離型層と接触しており、活性エネルギー線硬化性組
成物（２）は嫌気性雰囲気で硬化されるため、酸素等によって重合阻害されることがない
ことから、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜の防汚性及び摩擦耐久性を向
上することができる。また、得られる樹脂積層体の表面の仕上がり不良の原因となる泡や
ゴミの混入等も排除することができる。
【００９６】
　活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜の表面を嫌気性雰囲気とする上記以外の方
法としては、例えば、鋳型と樹脂基材で活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜をサ
ンドイッチする方法、及び活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜の表面を不活性ガ
スにより嫌気性雰囲気とする方法が挙げられる。
【００９７】
　鋳型を用いて活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜の表面を嫌気性雰囲気とする
方法では鋳型を損傷した場合の修理にコストがかかり、また、活性エネルギー線硬化性組
成物（２）の塗膜の表面を不活性ガスにより嫌気性雰囲気とする方法もやはり高コストと
なるが、本発明では離型フィルムにより活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜の表
面を嫌気性雰囲気とする役目を兼ねているので、他の方法よりも低コストで嫌気性雰囲気
とすることができる。
【００９８】
　本発明において、活性エネルギー線硬化性組成物（２）を硬化させるための活性エネル
ギー線の照射方法としては、フィルム基材側から照射する方法、樹脂基材側から照射する
方法又はフィルム基材側と樹脂基材側の両側から照射する方法のいずれでもよい。
【００９９】
　本発明においては、活性エネルギー線硬化性組成物（２）は離型フィルムの離型層面に
接触した状態で硬化されることから、パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（
Ｂ２）が活性エネルギー線硬化性組成物（２）中において樹脂板側よりも離型層面の側で
高濃度となり、防汚性及び耐擦傷性に優れた硬化被膜を容易に形成することができる。

剥離工程

　本発明において、剥離工程は活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層
体から離型フィルムを剥離する工程である。
【実施例】
【０１００】
　以下、実施例により本発明を詳しく説明する。尚、実施例及び比較例における各種評価
は下記の方法により実施した。また、以下において、「部」及び「％」はそれぞれ「質量
部」及び「質量％」を表す。
（１）膜厚
　フィルム基材上の離型層の膜厚を卓上膜厚測定システム（フィルメトリクス（株）製、
商品名「Ｆ－２０」）を用いて測定した。
（２）密着性
　クロスカット試験（ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－６）を用いてフィルム基材と離型層との
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密着性を以下の基準で評価した。
「○」：フィルム基材からの離型層の剥離無し。
「×」：フィルム基材からの離型層の剥離有り。
（３）接触角
　２３℃及び相対湿度５０％の環境下において、離型フィルムの離型層の表面又は樹脂積
層体の硬化被膜の表面に水０.２μＬの１滴を滴下し、携帯型接触角計（Ｆｉｂｒｏ　ｓ
ｙｅｔｅｍ　ａｂ社製、商品名：「ＰＧ－Ｘ」）を用いて離型フィルムの離型層の表面水
に対する接触角又は樹脂積層体の硬化被膜の表面の水に対する接触角を求めた。
（４）はじき性
　油性インク（黒字）として「マイネーム」（（株）サクラクレパス製、商品名）で離型
フィルムの離型層の表面又は樹脂積層体の硬化被膜の表面に線を書き、その際の油性イン
クのはじき性を目視により以下の基準で離型フィルムの離型層の表面のはじき性又は樹脂
積層体の硬化被膜の表面のはじき性を評価した。
「○」：油性インクが点状にはじく。
「△」：油性インクの線が細くなる。
「×」：油性インクは全くはじかない。
（５）カール性
　離型フィルムを２０ｃｍ四方に切り取った試験フィルムを離型層が上面になるように平
らな面の上に載置した時の試験フィルムの端部の浮き上がった高さを測定し、離型フィル
ムのカール性を以下の基準で評価した。
「○」：試験フィルムの端部の浮き上がった高さが２ｍｍ未満。
「△」：試験フィルムの端部の浮き上がった高さが２ｍｍ以上、３ｍｍ未満。
「×」：試験フィルムの端部の浮き上がった高さが３ｍｍ以上。
（６）離型性
　樹脂積層体の表面に積層された離型フィルムを剥離角度が９０°になるように２．５ｍ
／分の速度で剥離し、樹脂積層体の硬化被膜と離型フィルムの離型層との離型性を以下の
基準で評価した。
「○」：剥離時の引っかかりが無い状態で剥離。
「△」：剥離時の引っかかりがあるが、剥離は可能。
「×」：剥離不良が認められる。
[実施例１]
　四官能以上の（メタ）アクリレート（Ａ１）としてジペンタエリスリトールヘキサアク
リレート（東亞合成（株）製、商品名：「Ｍ４００」）１００部、パーフルオロポリエー
テル（メタ）アクリレート化合物（Ｂ１）として「オプツールＤＡＣ－ＨＰ」（ダイキン
工業（株）製、商品名）（パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート２０％、１，
１，２，２，３，３，４－ヘプタフルオロシクロペンタン、テトラフルオロ－１－プロパ
ノール５０％及びプロピレングリコールモノメチルエーテル３０％の混合物）１５部、有
機溶剤（Ｃ１）としてプロピレングリコールモノメチルエーテル９６０部、光重合開始剤
（Ｄ１）として２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２モルフォリノプロパン
－１－オン（ＢＡＳＦジャパン（株）製、商品名：「イルガキュア９０７」）５部を配合
し、紫外線硬化性組成物（１）を得た。
【０１０１】
　厚み１００μｍのＰＥＴフィルム（東洋紡績（株）製、商品名：「コスモシャインＡ４
３００」）をフィルム基材とし、フィルム基材の表面に上記で調整した紫外線硬化性組成
物（１）をバーコーターを用いて塗布した。
【０１０２】
　次いで、紫外線硬化性組成物（１）が塗布されたＰＥＴフィルムを１００℃の熱風乾燥
炉で５分間乾燥した後、高圧水銀灯を用いて積算光量６００ｍＪ／ｃｍ２（波長３２０～
３８０ｎｍの紫外線エネルギー量）の紫外線を照射して膜厚０．５μｍの離型層を有する
離型フィルムを得た。
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　パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート化合物（Ｂ２）として「オプツールＤ
ＡＣ－ＨＰ」（ダイキン工業（株）製、商品名）（パーフルオロポリエーテル（メタ）ア
クリレート２０％、１，１，２，２，３，３，４－ヘプタフルオロシクロペンタン、５０
％及びプロピレングリコールモノメチルエーテル３０％の混合物）２部、光重合開始剤（
Ｄ２）としてジフェニル－（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フォスフィンオキサイ
ド（ＢＡＳＦジャパン（株）製、商品名：「ルシリンＴＰＯ」）２部並びに他のビニル単
量体（Ｅ２）としてジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（Ｅ２－ａ）（東亞合成
（株）製、商品名：「Ｍ４００」）３５部、ペンタエリスリトールトリアクリレート（Ｅ
２－ｂ）（東亞合成（株）製、商品名：「Ｍ３０５」）１５部、トリメチロールプロパン
トリアクリレート（Ｅ２－ｂ）（東亞合成（株）製、商品名：「Ｍ３０９」）２５部及び
１,６－ヘキサンジオールジアクリレート（Ｅ２－ｃ）（大阪有機化学工業(株)製、商品
名：「Ｃ６ＤＡ」）１０部を配合し、活性エネルギー線硬化性組成物（２）を得た。
【０１０４】
　樹脂基材として厚さ２ｍｍのメタクリル系樹脂板「アクリライトＭＲ１００」（三菱レ
イヨン（株）製、商品名）を使用し、メタクリル系樹脂板のハードコート層が形成されて
いない面に上記で調整した活性エネルギー線硬化性組成物（２）を塗布した。
【０１０５】
　次いで、離型フィルムの離型層が紫外線硬化性組成物（２）の塗布面に接触するように
離型フィルムを活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗布面の表面に被覆し、活性エネ
ルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜の膜厚が１０μｍになる条件でプレスロールでプ
レスしながら２．５ｍ／分の速度で通過させて活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗
膜含有積層体を形成させた。
【０１０６】
　得られた活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体を１分間保持した。
【０１０７】
　この後、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の塗膜含有積層体を出力１２０Ｗ／ｃｍ
のメタルハライドランプの下２４ｃｍの位置を０．２５ｍ／分の速度で通過させて活性エ
ネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体を得た。
【０１０８】
　次いで、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体から離型フィルム
を剥離し、樹脂基材の表面に活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜が積層され
た樹脂積層体を得た。
【０１０９】
　離型フィルムの密着性、接触角、はじき性及びカール性についての評価結果を表１に示
す。
【０１１０】
　また、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体を用いて離型フィル
ムと樹脂積層体の硬化被膜との離型性についての評価結果を表１に示す。
【０１１１】
　更に、樹脂積層体の硬化被膜の表面の接触角及びはじき性についての評価結果を表１に
示す。
【０１１２】
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【表１】

表１中の略称は以下の化合物を示す。
コスモシャインＡ４３００：ＰＥＴフィルム（東洋紡績（株）製、商品名；「コスモシャ
インＡ４３００」）
テイジンテトロンフィルムＧ２Ｃ：ＰＥＴフィルム（帝人デュポンフィルム（株）製、商
品名；「テイジンテトロンフィルムＧ２Ｃ」）
シルファンＭ１：ポリプロピレンフィルム（ＰＰフィルム）（グンゼ（株）製、商品名；
「シルファンＭ１」）
Ｍ４００：ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（東亞合成（株）製、商品名）
ＤＡＣ－ＨＰ：パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（ダイキン工業（株）製
、商品名；「オプツールＤＡＣ－ＨＰ」）
Ｆｌｕｏｒｏｌｉｎｋ　５１０１Ｘ：パーフルオロポリエーテル（メタ）アクリレート（
ソルベイソレクシス（株）製、商品名）
ＰＧＭＥ：プロピレングリコールモノメチルエーテル
ゼオローラＨ：１，１，２，２，３，３，４－ヘプタフルオロシクロペンタン（日本ゼオ
ン（株）製、商品名）
ＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７：２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２モルフォリ
ノプロパン－１－オン（ＢＡＳＦジャパン（株）製、商品名）
ＩＲＧＡＣＵＲＥ１２７：２－ヒロドキシ－１－［４－｛４－（２－ヒドロキシ－２－メ
チル－プロピオニル）－ベンジル｝フェニル］－２－メチル－プロパン－１－オン（ＢＡ
ＳＦジャパン（株）製、商品名）
ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４：１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン（ＢＡＳＦジャ
パン（株）製、商品名）
ＤＡＲＯＣＵＲＥ１２７：２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オ
ン（ＢＡＳＦジャパン（株）製）
Ｍ３０５：ペンタエリスリトールトリアクリレート（東亞合成（株）製、商品名）
１６－ＦＤＡ：１，１０－ビス（メタ）アクリロイルオキシ－２，２，３，３，４，４，
５，５，６，６，７，７，８，８，９，９，－ヘキサデカフルオロデカン（共栄社化学（
株）製、商品名）
［実施例２～５及び比較例１］
　紫外線硬化性組成物（１）として表１の組成のものを使用した。それ以外は実施例１と
同様の方法で離型フィルム、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体
及び樹脂積層体を得た。評価結果を表１に示す。比較例１では、パーフルオロポリエーテ
ル（メタ）アクリレート（Ｂ１）を使用していないため、はじき性、離型性が劣っていた
。
［実施例６、７及び比較例２、３］
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　紫外線硬化性組成物（１）を硬化させて得られる離型フィルムの離型層の膜厚を表１に
示す厚みとした。それ以外は実施例１と同様の方法で離型フィルム、活性エネルギー線硬
化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体及び樹脂積層体を得た。評価結果を表１に示す。
【０１１３】
　比較例２では、前記膜厚が本発明で規定する範囲の下限より小さいため、はじき性、離
型性が劣っていた。また比較例３では、前記膜厚が本発明で規定する範囲の上限より大き
いため、カール性が劣っていた。
［実施例８］
　紫外線硬化性組成物（１）の硬化の際の紫外線の積算光量を３５０ｍＪ／ｃｍ２（波長
３２０～３８０ｎｍの紫外線エネルギー量）とした。それ以外は実施例１と同様の方法で
離型フィルム、活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体及び樹脂積層
体を得た。評価結果を表１に示す。
［実施例９］
　フィルム基材として、片面がコロナ処理された厚み５０μｍのＰＥＴフィルム（帝人デ
ュポンフィルム（株）製、商品名：「テイジンテトロンフィルムＧ２Ｃ」）を使用し、コ
ロナ処理された面に離型層を形成した以外は実施例１と同様の方法で離型フィルム、活性
エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体及び樹脂積層体を得た。評価結果
を表１に示す。
［比較例４］
　厚み３０μｍのポリプロピレンフィルム（ＰＰフィルム）（グンゼ（株）製、商品名：
「シルファンＭ１」）を離型フィルムとして使用した。それ以外は実施例１と同様の方法
で活性エネルギー線硬化性組成物（２）の硬化被膜含有積層体及び樹脂積層体を得た。評
価結果を表１に示す。比較例４では、本発明の離型層を形成していないため、はじき性が
劣っていた。
【符号の説明】
【０１１４】
あ：フィルム基材
い：離型層
う：活性エネルギー線硬化性組成物（２）（硬化前）又は活性エネルギー線硬化性組成物
（２）の硬化被膜（硬化後）
え：樹脂基材
お：樹脂積層体
か：プレスロール
き：ガイドロール
く：紫外線照射装置
け：搬送体
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